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NY マーケットレポート（2018 年 1 月 24 日） 
 

 
出所：SBILM 
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NY市場レポート 
 

≪ NY市場概況 ≫ 

 

NY 市場では、ムニューシン米財務長官が「ドル安は米経済にとって良いことであり、短期的な価値については全く懸念してい

ない」と述べたことが引き続き材料視され、ドルは主要通貨に対して軟調な動きとなった。その後、ロス米商務長官が財務長官

の発言に関して、強いドル政策の転換を表明したわけではないとし、投資家が過剰に反応していると示唆したものの、ドルの下

げは止まらなかった。ドルは、対ユーロで 2014/12/17 以来、対ポンドで 2016/6/24 以来、対円では 2017/9/11 以来の安値をそ

れぞれ付けた。また、米中古住宅販売件数やサービス業関連の経済指標が市場予想を下回る結果となったことも影響し、ドルは

終盤まで上値の重い動きが続いた。 

 

 

主要な経済指標結果 

 

12月米中古住宅販売件数 557万件（予想 570万件・前回 581万件⇒578 万件） 

 

12月米中古住宅販売件数（前月比） -3.6％（予想 -1.9%・前回 5.6％⇒5.1%） 

 

12月の米中古住宅販売件数は、年率換算で前月比-3.6％の 557万件となり、市場予想を下回る結果となった。前年比では+1.1％

だった。一戸建て住宅は、前月比-2.6％の 496万件、前年比では+1.0％。集合住宅は-11.6％の 61万件、前年比では+1.7％。地

域別の販売は、北東部が-7.5％、中西部が-6.3％、南部が-1.7％、西部が-1.6％だった。成約物件の中間販売価格は、前年比+5.8％

の 24万 6800ドル、平均販売価格は+4.8％の 28万 8200ドルだった。   

 

 

出所：Bloomberg 

 

 

 

 

 

 

 



 
                                           

3 

原油在庫は 10週連続で減少、原油価格は 65ドル台乗せ 

 

EIA（米エネルギー省エネルギー情報局）が発表した石油統計で、原油在庫が前週比 107.1 万バレル減と 10 週連続で減少した。

ガソリン在庫は、前週比 309.8 万バレル増と 11 週連続で増加した。石油精製品は 63.9 万バレル増だった。在庫統計を受けた

NY 原油先物相場は、指標の WTI の 3 月渡しが一時 1 バレル＝65ドル台前半まで上昇した。65 ドル台乗せは、2014 年 12 月以来

約 3年 1ヵ月ぶりの高値水準。 

 

 
出所：Bloomberg 

 

出所：Bloomberg 
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主要株価は最高値を更新後マイナス圏まで下落。ダウ平均は再びプラス圏に値を戻す 

 

米株式市場は、米企業の 10-12月期の決算の内容が好感され、主要株価は買いが優勢となり、主要 3指数は取引時間中の最高値

を更新した。しかし、その後は下落に転じ、マイナス圏まで下落する場面もあった。米ダウ平均株価は、前日比 181ドル高まで

上昇し最高値を更新した。しかし、その後は下落に転じ、一時 103ドル安まで下落したが、終盤にかけては再び上昇となり、プ

ラス圏で引けた。ただ、ナスダック、S&P500は反落となった。 

 

 
出所：Bloomberg 

 

出所：データを基に SBILMが作成 
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ドルは主要通貨に対して下落 

 

ムニューシン米財務長官が、スイス・ダボスでの国際会議でドル安を容認する発言をしたことが引き続き材料視され、ドルは主

要通貨に対して軟調な動きとなった。ドル下げは止まらなかった。ドルは、対ユーロで 2014/12/17以来、対ポンドで 2016/6/24

以来、対円では 2017/9/11以来の安値をそれぞれ付けた。 

 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


